滋賀の企業交流会・生協、廃食油で新燃料、地域産業を創出（Ｎｅｘｔ関西）2001/02/20, 日本経済新聞　大阪夕刊 (Ｎｅｘｔ関西), 29ページ, 有, 1682文字  

　「黒壁」のまちづくりを支える滋賀県長浜市の中小企業経営者たちを中心として、ベンチャー創出を目指す新事業創造推進協議会（長浜市、会長・高橋政之高橋金属社長、ＮＩＣ）。「せっけん運動」に源流を持つ国内唯一の環境専門生協の滋賀県環境生活協同組合（安土町、藤井絢子理事長）。滋賀を舞台にした独特の活動で全国に知られる二つの集団が、ユニークなジョイントベンチャーを立ち上げた。廃食油のバイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）事業で企業と市民が連携し、新しい地域産業を興し、循環型社会モデルを作る実験だ。

　環境生協が進める「菜の花プロジェクト」。休耕田に菜の花を植え、絞った油を料理などに使ったあと廃油を回収、ＢＤＦに再生する実験だ。環境生協の依頼を受けたＮＩＣは会員有志の協力でＢＤＦの精製装置を開発した。環境生協によると新装置に対し、既に全国各地の自治体や協同組合などから約十件の引き合いがあるという。

　ＮＩＣは湖北地域の中小企業や金融機関など二十七社で構成。会員が例会で新事業をプレゼンテーションし、会員有志の出資により新事業へ共同進出する組織だ。「地方の中小企業のヒト、モノ、カネを共有財産として生かし、第二の創業を目指そう」（高橋会長）と、一九九九年八月に発足した。これまで、人材紹介、情報サービスなど二企業、一組合を立ち上げた。

　高橋会長はＢＤＦ精製装置の開発を契機に、廃食油、ペットボトルなどの資源リサイクル会社「（仮称）地域新資源開発」を四月に設立する計画で、二月中旬の例会で会員に出資を募った。ペットボトルの再資源化とＢＤＦ精製装置の機器製造が新会社の事業の二本柱。ＢＤＦ精製装置は、環境生協の子会社のエルフ（安土町）が販売を担う。

　環境生協はこれまでエルフでＢＤＦ精製装置を製造・販売してきた。しかし「菜の花プロジェクトが全国に広がったうえ、トン単位の処理能力が必要な話もでてきた。メンテナンスを含め、技術的に対応できなくなった」（藤井理事長）。そこにＮＩＣ側から協力の申し出があった。

　ＮＩＣも環境ビジネスへの進出を模索していたが、なかなか具体化できなかった。高橋会長は「問題は流通。大手の協力工場であるわれわれには、モノを作る能力はあっても、販売するノウハウがない」と説明する。廃食油の回収システムを確立し、滋賀県愛東町、香川県善通寺市、新潟県上越市など全国の十数地域に装置の納入実績と人的ネットワークを持つ環境生協は、魅力的なパートナーに映った。

　一方で藤井理事長は「地場企業と組むことで、地域で雇用を確保する。地域の中で財がまわり、資源がまわる自立した循環型社会の地域モデルができる」と考えた。高橋会長も「企業だけでは、循環型社会の進展についていけない」と感じていた。

　企業セクターと市民セクターの連携は、すべてが順調だったわけではない。環境生協側には「企業ペースに巻き込まれる」との不安もあった。そのため昨年秋からＮＩＣ幹部と毎月、会合を開くことにした。三月からは藤井理事長が環境政策の権威である山本良一東大教授らをＮＩＣの例会に招き、勉強会も始める。

　さらに環境生協は企業と市民の連携を生かす仕組みとして「菜の花基金」の創設をＮＩＣ側に提案している。新会社とエルフが収益の一部を基金に拠出。これを使って各地で菜の花プロジェクトを進める非営利組織（ＮＰＯ）を支援する。地域での動きを活性化し、両社の商機も広げる、という構想だ。

　連携は試行錯誤の連続だが、藤井理事長は「縦割りの行政に比べ、企業はスピードが速く、発想も柔軟」と期待をかける。高橋会長は新会社でのメタンガス発電装置の開発も考えており、「大学と連携し、地域にどんなエネルギー資源があるかを調査するシンクタンクができないか」と夢を広げる。いわば「産・官・学・民」の連携事業だ。

　まちづくりで見せた長浜の町衆精神と、琵琶湖保全運動を支えた住民パワー。刺激的な「産民」連携が進みそうだ。

（大津支局長　古賀重樹）

【図・写真】資源リサイクル会社の設立計画を説明する高橋政之ＮＩＣ会長（２月１４日、長浜市） 

循環型経済への道９８年環境白書から（４）自然のメカニズム活用（終）1998/06/12, 日経産業新聞, 4ページ, 有, 815文字  

　飲み水は雨水を処理して使い、エネルギーは太陽光やごみ発電でまかない、生ごみを肥料にして食料品を生産する――。白書はこれからの社会資本整備は水やエネルギーの自給自足を原則とする「身の丈にあったまちづくり」であるべきだと提言した。

　具体例として神奈川県藤沢市や慶応大学、荏原が二〇一〇年の完成を目指している「エコインダストリアルパーク」を挙げた。ごみやメタンガスの発電システムや廃棄物を原料にしたエコセメント製造設備などを導入するほか、汚泥はたい肥に変えて農園で使い、汚水は膜技術で浄化して再利用する。自然環境が本来備えている回復力を利用しながら動植物の生息空間を復元していく「ビオトープ」と呼ばれる手法を使った自然公園の整備も進める。

　何も対策をとらない場合に比べて、三八％の省エネと二八％の節水を実現でき、廃棄物や二酸化炭素の排出はそれぞれ九六％、三〇％減るという。白書は自然のメカニズムを活用している点を高く評価し、自然との共生も実現できる開発手法になると期待する。

　一方で自然のメカニズムを経済活動に取り入れるには、数字に表しにくい自然や環境の評価を説得力ある形で示す必要がある。白書は「仮想市場評価法（ＣＶＭ）」と呼ばれる環境経済学の理論を応用した手法を紹介。ＣＶＭは文化財や自然などについて「利用はしないが、この額までなら保全資金を出してよい」という人々の意思を金額で示す手法で、米国では八六年に公共事業に導入した。

　自然環境を回復させるために二つのダムを撤去した米エルワ川を例に挙げ、大型公共事業の象徴であるダム建設のあり方を間接的ながら問い直した。さらに土地利用の制度にも同様の考え方を取り入れて法制度を整備すべきだと訴える。

　ただこれまでは自然のメカニズムは森林、川、湖など要素ごとにバラバラに評価されがちだった。白書はこうした現状を見直し、一つのまとまりとして自然をとらえて評価する必要があるとしている。＝おわり 

自分の手で省エネ装置、太陽光発電や発酵プラント――作って安上がり、意識も高まる。1998/03/10, 日本経済新聞　夕刊, 18ページ, 有, 1037文字  

　太陽光発電の実用化やリサイクルで得られるメタンガスの利用などに手作りで取り組む人が増えている。環境保護への関心が高まる中、生活に必要なエネルギーは他人任せにせず、自らの手で生み出そうという発想だ。既製品の装置を購入するのに比べて費用が安いだけでなく、省エネ意識が高まる利点もあるという。

　甲府市のベッドタウンとして宅地化が進む山梨県田富町。この町を中心に自然保護活動に取り組む市民団体「まちづくり時習塾」は昨年、太陽光発電で井戸水をくみ上げるポンプを設置した。

　同塾は地域の生態系を復元しようと、休耕田を利用した池でメダカの繁殖に取り組んでいる。従来は手動のポンプで井戸水をくみ上げていたが、夏場は水位の低下が激しいため、太陽光発電でポンプを動かそうと考えた。太陽電池パネルや蓄電池などを購入、自分たちで組み立てた。メンバーの名執真理子さん（４３）は「自分の手でエネルギーを作るのは夢がある」と語る。

　住宅メーカーが装置を標準装備した住宅を造るなど、太陽光発電は暮らしの中にも広がりつつあるが、価格の高さがネックになって普及のスピードは遅い。通産省の外郭団体、新エネルギー財団によると、一般家庭で必要な電力を賄える三キロワットの設備導入には三百万円程度かかる。同財団の補助制度を利用しても約二百万円の自己資金が必要だ。

　しかし、手作りなら工事費などがかからない分、安くできる。松山市の久保田一郎さん（６７）は昨年末、部品を買って自宅に太陽光発電装置を設置した。費用は約二百五十万円かかったが、「既製品に比べると百万円近く安い」と満足げだ。昼間は余剰電力を電力会社に売電し、夜は逆に買う方式なので、「夏場は月に五千円くらいの黒字になるのでは」と期待している。

　もっとも、素人にとって発電装置の自作は簡単ではない。このため、装置の作り方を学ぶ「教室」も開かれ、人気を集めている。埼玉県小川町の農家らが中心となって二月から始めた「小川町自然エネルギー学校」には定員の四十人を上回る約百人が参加し、今後一年かけて太陽電池パネルの作り方などを学ぶ。

　農家向けに生ごみや家畜のふんを発酵させて燃料ガスと肥料を作るプラントの作り方も教える予定。

　指導に当たる太陽発電研究家の桜井薫さん（４７）は「自分でエネルギーを作れば、自然に節約の意識が高まり、使用量の削減につながる」と手作りの意義を強調する。「手作りエネルギー」は便利さに慣れてしまった今の生活様式を見直すきっかけにもなりそうだ。 

新技術論（４４）新たなフロンティア――ゼロエミッション、循環型のまちづくり必要。1997/11/25, 日本経済新聞　朝刊, 31ページ, 有, 2759文字  

　来月京都で開催予定の気候変動枠組み条約第三回締約国会議（地球温暖化防止京都会議）では、二酸化炭素（ＣＯ２）の削減目標の設定をめぐり、先進国間で詰めの交渉が行われている。最終調整は難航しているが、交渉の積み重ねがノウハウの蓄積となり、地球環境をめぐる国際協調の実現に結びつく、と期待される。懸念されるのは、すでにＣＯ２の排出総量に大きな割合を占める発展途上国の今後の動向である。

　一九九四年の一人当たりの年間ＣＯ２排出量を比べると（表）、中国は〇・七トン、インド〇・二六トンで米国の五・三二トン、日本の二・四三トンなど先進国の水準とはまだかけ離れている。だが総量レベルで見ると、世界のＣＯ２総排出量に占める比率は、中国だけで一三・九％、途上国全体では三五・〇％に及ぶ。ちなみに米国は二三・三％、日本は五・一％だ。

　所得水準の向上とともに、途上国のＣＯ２排出量が急増することは避けられない。主要ＣＯ２発生源の一つである自動車を例にとると、途上国の人口千人当たりの乗用車保有台数は現状では、先進国の数十分の一と極めて低い。それだけに普及率の高い伸び率が見込まれ、人口の多さと相まって、普及率の上昇→保有台数の急増→ガソリン消費の急増という経路でＣＯ２排出量の大幅な増加をもたらす。

　図は、全世界のＣＯ２排出総量に占める日本と中国、米国の三国のシェアを比べた（予測部分は当センター推計）。総体としては、世界のエネルギー消費の比重が先進国からアジアを中心とする途上国へ移る。なかでも中国はエネルギー消費、ＣＯ２排出量ともに巨大化し、二〇一〇年には米国をわずかではあるが、上回ると見込まれている。

　このように見てくると、京都会議では温暖化ガスの排出削減義務付けが見送られる公算の大きい途上国に対して、いずれは温暖化ガスの削減目標を設定する必要が出てこよう。これには、「成長の配当を十分享受し終えた先進国のエゴの押しつけ」といった途上国側の猛烈な反対が予想される。

　この難題を解決するには、温暖化防止技術・システムの飛躍的な向上が必要となるが、高度技術・システムがひとたび実用化されれば、途上国の対応は全く異なったものになる。こうした期待を抱かせる事例の一つが、いわゆる途上国、とりわけアジア諸国における「飛び越し情報化」の動きである。

　飛び越し情報化とは、次のような状況をいう。現在、携帯電話がアジア諸国で急速に普及している。また、最近一年間のインターネット接続ホストコンピューター数の伸びを見ると、中国の驚異的な伸びを筆頭に、インドネシア、インドなど日本を上回る伸びを示している。それは、先進国と違い、アジア諸国では電話回線という通信インフラの整備が遅れたがために、かえって情報化が急進展を遂げているといわれている。

　実際、電話線の普及率の推移を国別にみると、インターネットが急速に普及しつつある国々の電話普及率は、日本の四十分の一のレベルにも達していない。こうした飛び越し情報化は、日本でも、これまでわずかな情報投資しか行ってこなかった中小企業の方が、大企業よりもインターネット導入に迅速に取り組める状態にあるのと同様のことである。

　ＣＯ２の排出規制を中心に環境問題への取り組みを実のあるものにするには、現在行われているような全世界レベルでの政策協調の試みを地道に進めるとともに、根本的にＣＯ２を出さないような産業構造への転換、都市構造の構築をも併せて考えていく必要がある。環境調和型の新しい都市デザイン作りを考える際に参考になるのが、「ゼロエミッション」である。

　ゼロエミッションとは、排出抑制、再利用、再資源といった手法を用いて、家庭、工場、農園から廃棄物をゼロかゼロ近くにすることを目指す。そうした考え方を街づくりに生かす試みが出ている。エンジニアリング会社の荏原は、自社保有地のある藤沢市で「エコ・インダストリアルパーク」構想の具体化に着手した。社有地内に大型集合住宅、研修所、ショッピングセンター、工場、農園を含むインダストリアルパークを建設、パーク全体をゼロエミッションにする。

　具体的には、次世代の廃棄物処理技術とされるガス化溶融炉のほか、ごみ発電やメタンガス発電システム、エコセメントを導入する。メタンガス発電で作った電気は照明などに利用、汚泥はたい肥に変えて農園で使う。さらに汚水は膜技術を応用して浄化、再利用する。住宅や温室、工場には太陽光発電やコージェネレーション（熱電併給）システムを採用する。この三月には、社内に「ゼロエミッション推進室」を設置、ガス化溶融炉についてはすでに実証炉を設けた。

　担当者は「できるだけきれいにしてから捨てるというのが従来の環境技術。今後はすべて使いきるという考え方が重要になる」と指摘する。地元の藤沢市側も「とりあえずサテライトとして荏原がやると聞いている。構想の狙いはこれから自治体が目指すべき街づくりのあり方に合致するものであり、市としても協力できる段階になれば、全面的に支援したい。慶応大学湘南キャンパスとも何らかの連携をしたい」と期待を寄せている。

　実際にゼロエミッションの取り組みを行っている例として、長崎県のハウステンボスがある。同社では、未来の街づくりを目指し、従来自治体が行ってきたエネルギー供給や水処理、ゴミ処理などをハウステンボス一企業で負担している。それだけにとどまらず、道路、橋、水門、運河、街路樹、公園、海岸線に至るまで、すべてその費用をハウステンボスが負担している。総費用は年間五十億円にも達するという。

　同社では佐世保市から毎日三千トンの水を買っているが、大村湾へは直接排水しない徹底的な浄化システムを作り上げた。一度使った水は三次処理し、最後は植物にかん水し、土中に浸透させる。こうした工夫の結果、ＣＯＤ（化学的酸素要求量）は大村湾が二ＰＰＭなのに対し、運河は一・八ＰＰＭとなっている。ちなみに、県が条例で定めている排水基準は二〇ＰＰＭだ。

　ハウステンボスで一日に必要とする電力は約一万キロワットだが、コージェネの導入により、発電量の四割に当たる四千キロワットをまかなっている。このコージェネでは、天然ガスを中心にして深夜電力で湯を沸かし、建物の地下に蓄熱してこれを利用する供給システムを作り上げている。こうした最新技術は、いずれも直接人の目に触れない所に張り巡らされており、景観との調和も図っている。

　荏原やハウステンボスなどの取り組みに象徴される循環型社会・経済システムへの切り替えが大きな潮流となれば、環境関連の技術開発も現状追随型から未来先取り型へ、新しい生活スタイルを積極的に構築する形で展開されよう。　（日本経済研究センター） 

青森経済特集――環境・エネルギー、青森、先進地域に2003/11/25, 日本経済新聞　朝刊, 27ページ, 有, 1544文字  

　エネルギーやリサイクルの先端地域を目指し青森県が歩調を速めている。県東部は「環境・エネルギー産業創造特区」に指定され、新エネルギーの壮大な実験が始まる。すでに廃棄物リサイクルで他地域を一歩リードしている八戸市のエコタウン構想や液晶などの次世代フラット・パネル・ディスプレー（ＦＰＤ）産業の集積をめざしたクリスタルバレイ構想などとの相乗効果も狙う。同県はかつて素材型産業の誘致で苦難の道を歩んだだけに、産官学が連携を深め、新たな時代を切り開こうとしている。

　青森県の「環境・エネルギー産業創造特区」では、電力の売買、融通が自由にできる。この規制緩和を生かしてビジネスやエネルギー費用の削減に結びつけようというプロジェクトが相次いで動き始めた。

　青森県と秋田県にまたがり、全国的に有名な観光地、十和田湖。宿泊施設や飲食店、土産物店が軒を並べる湖畔の休屋地区は、昨年四月に念願の温泉掘削に成功。同十一月から旅館やホテルへの配湯が始まった。

　しかし源泉の温度は三十七度と低く温める必要がある。温泉を引くために出費がかさんだ旅館にとって、なんとか燃料費を減らしたいところだった。

　このため特区の指定とともに、熱電併給（コージェネレーション）システムの共同利用でエネルギー費用を削減しようという計画が浮上した。これまではコージェネ導入には電気事業法の制約があり、一軒の利用者に一台の装置を設置しなければならなかった。しかし電力の融通が自由になり、一つの大型施設を共同で利用することができるようになったことから、現在、六軒の宿泊施設が共同での施設導入を検討している。

　すべてのエネルギーをコージェネでまかなえるわけではない。しかし桂月亭（十和田湖町）の小笠原雅彦社長は「電力会社との契約を見直し、料金の安い深夜電力の購入に切り替えるなど工夫をすれば、（コージェネへの投資を）五年で償却できる」とそろばんをはじく。

◇

　六ケ所村では酪農などで発生したふん尿を使ったバイオマス発電で、日本原燃の使用済み核燃料再処理施設を動かそうというユニークな構想が浮上している。有機廃棄物リサイクルなどを手がけるエドヴィック（六ケ所村）の岡山勝広会長らが中心となって進めている。

　岡山会長の構想は、ふん尿を発酵させて発生したガスで発電し電力は再処理施設へ供給。“副産物”である排液は有機肥料として使う。

　しかも分譲が進まず放置されたむつ小川原開発地域の約千五百ヘクタールの土地の一部を活用、もともとは農地だった開発地域に排液をまいて土地を肥やす。一帯を「無農薬の里」として入植者を募り、低料金で土地を貸し出すという壮大な計画。農業機械を貸し出す「農機銀行」も設立し入植者を支援する。

　また国際熱核融合実験炉（ＩＴＥＲ、イーター）誘致を目指している同村では、誘致が実現した場合、海外から赴任する研究者や家族向けの住宅地域に、環境への負荷が少ない風力などを利用した電力を供給するほか、集合住宅や戸建て住宅には燃料電池などを設置するなど新エネルギーをフル活用する計画だ。

　このほか全国最大の菜の花栽培面積を誇る横浜町では、菜種の搾りかすや酪農場から出る家畜のふん尿からバイオガスを発生させガスエンジンで発電する計画が進行中。菜種の搾りかすは、発酵すると大量のガスを発生するため、欧州ではエネルギー源として栽培する地域もあるほどという。

　電力は周辺の事業所に販売し、バイオガス発生時に生じる熱は農家に供給し、冬季のビニールハウスでの作物栽培などに生かす。残存物はたい肥になるため、資源循環型の農業が確立される見通しだ。

【図・写真】菜種の搾りかすから発生するバイオガスを発電に利用

【図・写真】コージェネレーションを使い温泉を温める 

太陽光や風力発電、新施設には導入、神奈川県が指針、数値目標設定へ。2003/04/09, 日本経済新聞　地方経済面 (神奈川), 26ページ, , 311文字  

　神奈川県は八日、太陽光発電や風力発電など新エネルギー導入についての指針をまとめた。民間での普及を後押しするため県が施設を新設、改築する場合は原則、新エネルギーの導入を検討する。二〇〇三年度中に導入の数値目標を定める。

　導入対象は県立公園や上下水道施設、交番、高校など。既に二十二ある県立八公園に導入済みで、今年二月には初めて横浜市の交番と寒川町の浄水場に、太陽光発電設備を設置した。

　県内三カ所でモデル事業も実施する。例えば、平塚市周辺に菜の花を栽培し、その食用油の廃油を精製してバスやごみ収集車で使用できないか調査する。県民から集めた寄付金を新エネルギー導入促進のために使う「地域版グリーンファンド」の創設を検討する。 

基本方針案、千葉県が４構想、バイオマス、ガス化発電など提唱――モデル地域整備。2003/04/08, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, , 414文字  

　千葉県は七日、食べ残し、木くずといったバイオマス（生物資源）の利用促進へ向けた基本方針案をまとめた。ガス化発電、たい肥化など四つの構想を提唱。バイオマス利用に前向きな市町村と民間企業を集め、モデル地域を数カ所設ける。

　基本方針案では工業地帯でのガス化発電、食べ残しのたい肥化、未利用木材の活用、菜の花を使った資源循環システムの四構想を提唱した。市町村などと連携し、二〇一〇年までに同構想を進めるための発電所、発酵施設など十施設を整備する計画。基本方針案は市町村、県民の意見を聞いた上で、五月末にも正式決定する。

　千葉県は製造業、商業、農林水産業といずれも盛んで「バイオマス利用に適した環境」（県環境生活部）。一月には県庁内に専門のプロジェクトチームを設け、利用促進策を検討していた。

　バイオマスは廃棄物削減と二酸化炭素抑制の有力な手段となりうる。国も昨年十二月、「バイオマス・ニッポン総合戦略」を閣議決定し、普及を進めている。 

ＮＰＯ法人ＥＧＧ理事長柏谷弘陽氏――下北半島の活性化推進（みちのく未来人）2003/04/04, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 有, 886文字  

　「下北半島を原子力や自然エネルギーをうまく組み合わせた世界的モデル地区にしたい」が口癖。青森市に拠点を置き資源循環型社会をめざすＮＰＯ法人「ＥＧＧ（エッグ）」の理事長だが、軸足は常に出身地で現在も事業を営む横浜町にある。

　同町で毎年五月に開かれる「菜の花フェスティバル」、平沼赳夫経済産業相や国内外の学者、企業人を招いて開催した「青い森・地球エネルギーフォーラム」、千人以上が参加する海岸ごみ拾いイベント「むつ湾東岸美浜推進ＤＡＹ」などの旗振り役だ。

　若いころは市民運動に関心がなかった。年々寂しくなる地元を見続け、「何とかしたい」と三十五歳でむつ青年会議所のメンバーになった。四十歳引退と決まっている青年会議所では異例の新人だ。

　最初に手がけたのは東京の新宿とむつ市の大湊を結ぶ直通寝台列車の運行。首都圏の人に下北の素晴らしさを実感してもらいたいとの一念から、地元十一市町村長の協力を取り付け「下北半島活性化研究会」を立ち上げた。今年五月で十三回目になる「菜の花フェスティバル」は、このときのイベントが発展した。

　「地球エネルギーフォーラム」は今年三月が二回目。十九日に開催する「美浜推進ＤＡＹ」は、県庁も巻き込んだイベントに成長した。

　何の脈絡もないように見えるイベントだが、根底に流れるのは下北の活性化だ。核関連施設の誘致に関しても「自然エネルギーなどにメドがつくまで、原子力発電は必要。下北が社会に貢献できるなら反対しない」と柔軟だ。ただ建設の理由を「人口が少ないから」とする従来型発想には反発。「人が少なければ監視の目も少ない。監視役として資源エネルギー庁を下北に移転するくらいの気持ちがなければ安全は守れない」と語る。

　「いつも資金集めに奔走している」と苦笑するが、地域を思う表情に疲れは見えない。

　かしわや・ひろあき　青森県横浜町出身。七七年早大社会科学部卒。大阪で修業の後、家業である呉服・衣料販売のカシワヤを継ぎ九四年から社長。九〇年に地域おこしグループ「ヨコハマグローカル２１」発足、海岸美化を始める。二〇〇〇年ＮＰＯ法人「ＥＧＧ」を設立し理事長に。 

欧州に学ぶ新エネルギー、地元の自然資源どう活用――バイオマスエネルギー。2001/08/20, 日本経済新聞　朝刊, 26ページ, 有, 953文字  

　十万四千頭の乳牛がいて生乳生産量日本一を誇る北海道別海町。乳牛のふん尿を肥料や電気・熱エネルギーに変換するバイオマスプラント（資源循環試験施設）の試運転が始まった。北海道開発局と北海道開発土木研究所が約十億円かけて建設した大規模集中型プラントは乳牛千頭分のふん尿を一カ所で処理できる。

　今秋から本格稼働を目指す発電システムは「ふん尿処理の解消」「たい肥の製造」「発電」と一石三鳥の効果を狙う。施設内の温室ではガスボイラーで発生させた熱をミニトマトやメロンなどの試験栽培に利用する。

　利用者となる農家が特に関心を示すのはたい肥の製造だ。ふん尿を提供する別海町の酪農家十一戸が五月に設立した広野バイオガス研究会事務局は「発酵させた肥料は十月ぐらいから各農家の草地に還元できそう。化学肥料の節約につながる」と期待する。

　発生したメタンなどのバイオガスを利用する発電実験も計画している。セ氏三五度で約三十日メタン発酵させた場合、余剰電力で一日平均千キロワット時。一般家庭百戸分の需要を賄えると試算する。将来は水産廃棄物や一般家庭の生ごみの受け入れも考えている。

　家畜の排せつ物だけでなく、間伐材や廃材、食品廃棄物を原料とするバイオマスエネルギーの実用化を模索する動きは各地に広がってきた。

　岩手県では樹皮などから製造した固形燃料「木質バイオマス」の普及拡大に乗り出した。昨年には「岩手・木質バイオマス研究会」を設立し、バイオマス先進国のスウェーデンとの交流を進めている。竹林面積が全国三位の山口県では竹材を利用しようと、八月に産業界や大学を含めた検討委員会を設けた。

　滋賀県愛東町が始めた「菜の花プロジェクト」も全国に広がっている。休耕田などで菜の花を栽培し、菜種油を食用に利用する。各家庭から廃油を回収してディーゼル燃料とするもので、稼働中の製造プラントは全国十二カ所に達した。京都市も今年度から精製プラントの実施設計に着手。二年後をメドに日量五千リットルの施設を稼働させる。

　ただ、バイオマスの生産効率は低くコスト高で、普及の障害になっている。政府は今後、風力発電のようにバイオマスを新エネルギー法の対象に追加し、設備費用の補助などの支援に乗り出す。

【図・写真】試運転を始めた北海道別海町のバイオマスプラント 

温暖化対策、関西は加速――兵庫・大阪、低公害車導入、公用車に活用。2001/07/24, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 有, 1035文字  

　地球温暖化防止の目標などを定めた京都議定書について国際的な運用ルールが二十三日、ようやく固まったが、議定書採択のおひざ元の関西では温暖化防止への具体的な試みが加速している。地域ぐるみで低公害車を使ったり、エネルギーを循環的に利用して二酸化炭素（ＣＯ２）を減らす実験などだ。地域で率先して温暖化防止を本格化するモデル事業となるかどうか注目されている。

　京都では電気自動車（ＥＶ）の普及を図る財団法人、日本電動車両協会とベンチャーの最適化研究所（京都市）が昨年末から進める電気自動車の共同利用実験で、九月にも利用者に課金を始める。一分に約十五円を課金した上で利用状況を調査し、事業化へつなげる方針。ＥＶを共同で使うことで市内の交通量も減らして、ＣＯ２を本格的に減らそうとの試みで、国内で共同利用を事業化した都市はない。京都市外からの会員の募集方法も検討中だ。

　資源のリサイクルでエネルギーを地域ぐるみで有効利用する実験も滋賀や京都で進む。滋賀県は休耕田に菜の花を植え、絞った油を学校給食などに使った後、廃油を回収、バイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）に再生する「菜の花エコプロジェクト」に取り組む。

　二〇〇〇年度からの三年計画で、現在は県内に約五ヘクタールの菜の花畑を設け、市町村に対し廃食油の保管庫の設置などを支援する。四月から県所有の環境学習船「うみのこ」の燃料にＢＤＦを混ぜて運航している。

　京都市もタクマなど環境装置メーカーや大阪ガスなどの協力を得て、生ごみを燃料化する実験に取り組む。京都市南部に置いた実験設備に、ホテルなどの生ごみを集めて発酵させ、発生したメタンガスを使って発電、施設内で利用している。

　公用車に低公害車を本格利用する動きが目立つのは大阪や兵庫。兵庫県は「環境率先行動計画」に沿い、公用車の調達では原則として低公害車を導入すると決めた。率先計画では県庁自らの取り組みでは温暖化ガスの発生量を一九九八年度を一〇〇として、省エネ型空調施設の導入などによって二〇〇四年度をめどに九五・二に減らす目標を定める。

　大阪では府と大阪市が天然ガス自動車、ハイブリッド車など低公害車の台数を今年度それぞれ五十七台、五十一台増やす。府は公害監視センターなどの監視車、市はごみ収集車などを中心に導入する。池田市は市民の低公害車保有を促すため、今年度から市関連の公共施設の駐車場六カ所すべてを低公害車向けに無料化した。

【図・写真】京都市内では電気自動車の共同利用実験が進む

畜産廃棄物バイオガスプラント

三菱電機　社会インフラ事業本部　産業事業部　

０３－３２１８－２５８９　http://www.MitsubishiElectric.co.jp/

3800万円（牛４０頭規模に対応するシステムの参考価格）

個人経営の小規模酪農家向け畜産廃棄物リサイクルプラント。畜ふんや食品残さからたい肥をつくると同時に、処理過程で発生するメタンガスを回収して畜舎の給湯用燃料などに利用する。牛４０頭規模を対象にした設備では１日に約２ｔの畜ふんを受け入れ、４０ｍ３のメタンガスを回収できる。１９９９年１１月試行の「家畜排せつ物処理法」により、２００４年１１月から、畜ふんの野積みが禁止になることによる需要を見込む

産総研，アイシン精機／畜産バイオガス利用の小型ガスコジェネ開発に成功2003/03/17, 日経バイオテク, 21ページ, , 555文字  

　産業技術総合研究所エネルギー部門バイオマス研究グループ主任研究員澤山茂樹氏とアイシン精機のグループは，３月１０日，アイシン精機製の小型都市ガス用ガスエンジンコージェネレーションシステムを改良し，畜産廃棄物などのバイオガスを燃料としたバイオガスコジェネレーションシステムを運転することに成功したと発表した。

　アイシン精機のガスエンジンコジェネは，都市ガスに対応したものだが，畜産廃棄物などから得られるバイオガスは，都市ガスに比べエネルギーが低カロリーであるため，都市ガス用コジェネを利用すると問題があった。今回同グループは，バイオガスの組成に近い低カロリーのモデル・ガスを利用して，低カロリーガスでも機能するコジェネの開発に成功したものだ。発電規模は，６ｋＷだ。

　２００３年３月からは，荏原製作所が北海道の乳牛酪農家に納入するメタン発酵装置と組み合わせて，今回開発したバイオガス用コジェネの実証試験を行う計画だ。

　同グループによれば，乳牛を１００頭飼育している生産者では，６ｋＷのコジェネで使用電力を賄える試算があるという。

　ガスコジェネレーションシステムは，ガスによる発電と廃熱を利用して，それぞれからエネルギーを回収する装置。コジェネレーションの熱効率は，都市ガスの場合，約８６％と非常に高い。（加藤勇治） 

環境ゼミナール－環境法ワンポイントＱ＆Ａ－バイオガス発酵発電の　安全基準はどうなっている？2003/11/08, 日経エコロジー, 63ページ, 有, 1501文字  

有機性廃棄物を発酵させたメタンガスによる発電を検討しています。

三重県のＲＤＦ（ゴミ固形燃料）発電の事故で、安全基準の不備が

指摘されていますが、バイオガス発電の設置基準や、

安全基準はどのように定められているのでしょうか。

（愛知県　匿名希望　製造業　４５歳　男性）

　畜ふんなどの有機性廃棄物を発酵させてメタンガスを造り、このガスで発電をする設備には「電気事業法」や「ガス事業法」などによる規制があります。

　メタンガスを利用した発電設備は、一般に廃棄物を発酵させるガス製造設備、ガス貯蔵設備、ボイラー、タービンおよび発電機などからなります。

　ボイラー、タービンおよび発電機は、石炭などの代わりにメタンガスを燃料に用いる点で火力発電所の設備とは異なりますが、基本的には同じ種類のものです。これらの設備には、電気事業法による規制が適用になります。

　ガス製造設備、ガス貯蔵設備については２つの場合があります。

　生成したメタンガスの全量を発電に用いる場合で、ガス製造設備から発電機までの関連するすべての装置について設置場所や責任者が同一と判断できる場合は、電気事業法が適用となります。

　一方、生成したガスの一部を発電以外の目的に使用している場合や、ガスの製造・貯蔵設備が発電設備と異なる場所に設置してある場合は、ガス事業法による規制が適用されます。

ガス発生装置や貯蔵設備はガス事業法の安全基準で判断

　まず、電気事業法では、メタンガスを利用した発電設備は「事業用電気工作物」に位置づけられます。設置する場合は、同法第４３条に定める主任技術者を選任し、同法第４２条に定める保安規程を設けて、その内容を経済産業大臣に届け出る必要があります。この保安規程により、電気工作物の維持および運用時の保安体制ができていることを確認します。

　また、同法第４８条に基づいて、設置時には経済産業大臣に工事計画を届け出ます。設備の規模によっては、工事計画の届け出だけでなく、同法第５０条の２に定める使用前安全管理審査が必要です。

　この工事計画の段階で、当該の電気工作物が「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」で定められる技術基準を満たしていることを確認します。

　この省令では、たとえばガスタービンの構造では、「構造上十分な機械的強度及び熱的強度を有するものでなければならない」（第１９条１項）のように、設備として満たすべき要件を定めています。

　保安上必要な機能の大枠だけを定める（性能規定化する）ことで、構造や試験方法などの具体的な仕様を定める場合よりも、新技術や業界団体の自主規格などを利用しやすくしています。

　ガス発生設備とガス貯蔵設備については、同省令第６９条で「前条までに規定するもの以外のものにあっては、当該設備に及ぼす化学的および物理的作用に対し、安全なものでなければならない」と定めている設備に該当します。

　ガス発生・貯蔵設備がこの項目を満たしているかは、ガス事業法の技術基準で判断します。これらの設備がガス事業法の規制対象である場合も同様です。具体的な内容は「ガス工作物の技術上の基準を定める省令」で定め、設備自体の安全性とともに、設備を敷地の境界から隔離する距離なども規定しています。

　また、ガス貯蔵設備などで加圧をしていて内圧が１ＭＰａ（メガパスカル）を超えるときには高圧ガス保安法の対象となりますが、一般的なメタンガス発電の場合には対象とならないと考えます。

バイオガス発電の設備には、主に「電気事業法」と「ガス事業法」が関係します。これらの法律に基づく技術基準を満たすことができなければ、設備は設置できません。 

トレンド・アンド・ニュース－食品リサイクル－都内初のバイオガス発電が稼働　スーパーなどの食品ゴミを活用－食品リサイクル2002/08/08, 日経エコロジー, 11ページ, 有, 766文字  

スーパーなどから食品ゴミを受け入れ、メタン発酵させ発電する。

都市型のバイオガス発電の試みとして注目される。

　スーパーなどから出る食品ゴミからメタンを取り出し、発電する試みが８月末から東京都内で始まる。

　食品リサイクル法により、食品ゴミの乾燥や肥飼料化が広がっているが、食品ゴミを発酵させたメタンで発電する施設は都内では初めて。

　その仕組みはこうだ。大手スーパーなど１５の排出事業者が自社の敷地内に専用のタンクを設置し、食品ゴミを投入、液状化させる。これをタンクローリー車で収集し、江戸川区にある処理槽に投入してメタン発酵させる。そのメタンを燃料にマイクロガスタービンを動かし、発電する。１日当たり４．５ｔの食品ゴミを受け入れ、出力３０ｋＷで安定的に発電する能力をもつ。

　施設を運営しているのは、収集運搬事業者４社が立ち上げた東京食品リサイクル事業協同組合。メタン発酵施設はベンチャーのエキシー（東京都江戸川区）が開発、販売した。

　バイオマス（生物資源）を発酵させ、発生したメタンガスで発電する「バイオガス発電」では、発酵後に残る“消化液”の処理が問題となる。畜ふんを活用した施設が増えている北海道では、消化液を「液肥」として牧草地や畑にまいている。生ゴミを使い市街地に導入する場合、消化液の処理が大きな壁とされている。

　今回都内で動き出した施設では、「処理量が少ないため、下水に流す許可を得ている」という。ただ、今後、規模を拡大した場合、下水利用に待ったがかかる可能性もある。

　都市型のバイオガス発電が成立するかどうかは、下水処理場を管理する自治体との連携がカギを握る。

食品ゴミを電気に変える

現在は１日当たり３００ｋｇの食品ゴミを投入して、ガスの性状をチェックをしている。発電を伴う本格稼働は、食品ゴミの受け入れ量が増える８月末から 

リポート－環境コミュニケーション－「具体性」や「明快さ」が重要　市民の意識高まり、環境広告にも転機－環境コミュニケーション2002/03/08, 日経エコロジー, 184～187ページ, 有, 5337文字  

環境問題に対する市民の意識が高まるなかで、環境広告手法への関心が高まっている。

企業の環境問題に対する姿勢や製品・サービスの環境性能をどう表現するのが効果的か。

２万１１６８人を対象としたイメージ調査を実施し、好感度や理解度を高める手法を探った。

　「消費者が環境問題に対する関心を深めて厳しい目を向けるようになった。こういう消費者が増えているだけに、企業からの情報発信も、環境活動の成果や製品・サービスの環境性能など、具体的、実証的な情報が求められている」

　早稲田大学商学部教授で日本広告学会の会長を務める亀井昭宏氏は、環境広告の歴史を振り返りながら、こう語る。

　「環境広告という広告のジャンルは１０年以上前からあった。ただ、当時は企業が環境保護に関する哲学を語るだけの抽象的な企業広告ばかりだった。環境に関心を払う企業はまだ少なかったために、具体性に欠ける広告でも、企業のステータス向上には効果があった。いまは、それでは逆効果になることさえある」と、亀井教授は指摘する。

評価の高い「リサイクル」意外に効果の薄い「環境保全」

　それでは、どのような環境広告なら消費者から高い評価を受けるのか。日経ＢＰ社と日経ＢＰコンサルティングは、日経エコロジー２００１年１２月号、２００２年１月号、別冊「エコプロダクツガイド２００２」に掲載された８４点の環境広告を対象に、「環境広告イメージ調査」を実施した。なお、調査はインターネット上で実際に環境広告を閲覧しながら、その内容の理解度、好感度、イメージなどを答えるという手法で実施した（有効回答数２万１１６８）。

　調査対象となった８４点の広告を１０のキーワードで分類して分析してみたのが左のグラフである。最も多かったのは、リサイクルに関係する広告で、ほぼ半数にあたる４０点を占めた（広告の内容が複数の分野にまたがる場合は、すべての項目でカウントした）。

　「リサイクル」に関する広告は数が多いだけでなく、好感度や理解度も高い。キーワードごとに、好感度と理解度の平均を算出したところ、いずれも最高点を記録した。

　この背景には、リサイクルが生活のなかに根づき始めていることがある。ここ数年、「容器包装リサイクル法」や「家電リサイクル法」などが相次いで成立し、施行されている。これらの法律は、企業活動だけでなく消費生活にまで影響を及ぼしており、リサイクルに関する消費者の意識や関心を押し上げていると言える。

　リサイクルの次に多かった「有害物質や汚染」に関する広告も、好感度、理解度ともに高く、リサイクルに匹敵する評価を得た。健康や生活に密接に関係するだけに、消費者の関心も高いと言えそうだ。

　対照的に、好感度や理解度が低かったのが「環境保全」や「環境ＩＳＯ」に関する広告。環境保全は理解度が最下位の１９．７ポイント、環境ＩＳＯは好感度が最下位の１６．９ポイントにとどまった。

　こうした分野の広告の理解度や好感度が伸び悩んでいる理由は、リサイクルなどとは逆に、消費者の生活実感などから大きく離れているためと考えられる。環境ＩＳＯの場合、日本に導入されて５年以上経過し、企業間取引や公共事業をめぐって関心が高まっている。しかし、一般の消費者にとっては、まだ遠い存在であると言えそうだ。

花王が好感度、理解度で１位富士電機、王子製紙も高評価

　今回の調査を個別に見ると、最も評価が高かったのが、詰め替え用容器を題材とした花王の広告。同社の詰め替え用シャンプーの新しいパッケージを擬人化したイラストで説明したもので、「消費者や環境に対して、心を砕いている感じがすごく伝わってきた」（２０歳代女性）など全般的に好評だった。「好感がもてた」が５５．１％、「少し好感がもてた」が２９．６％で、合計８４．７％がプラスイメージで捉えている。

　また、理解度の点でも８４点の広告のなかでトップで、「理解できた」が７４．１％、「ある程度理解できた」を加えると９５．１％に達した。

　「理解度が高い」といっても、内容が“単純”という意味ではない。理解度の得点が高かった理由としては、企業からのメッセージをシンプルでわかりやすく伝えていることが考えられる。広告のなかで、環境に関して直接言及しているのは、「ごみの減量化も考えています」で始まる最後の２行だけ。それでも、「環境対策された製品であることが一目瞭然でわかる」（３０歳代男性）、「説明文が長々とあるより、印象に残りやすい」（５０歳代男性）――など、企業の姿勢を少ない文章量でわかりやすく説明している点を評価する意見が多かった。

　花王に次いで好感度が高かったのは、生ゴミ処理発電システムに関する富士電機の広告。「生ゴミバイオガス燃料電池発電」という正式名称が示すように、かなり専門的な技術を、「生ゴミから電気をつくりませんか」で始まる簡潔な言葉で、消費者に訴えている。

　本来なら難しい内容だが、システム図や技術的な内容を中心にせず、生ゴミの象徴である魚の骨を描いた「インパクトがあるかわいい絵」（３０歳代女性）と、わかりやすく具体的なコピーで表現したところが評価された。ユーモラスなイラストは、電機メーカーである広告主の堅いイメージを和らげており、背景の緑色も、環境活動を訴求する広告であることをよく演出している。

　早稲田大学の亀井教授は、「消費者は環境問題を身近で日常的な問題としてとらえている。それだけに、消費者の日常生活に関係のある問題として理解させるように、平易で明快に表現してある広告の方が好ましい」と指摘する。

　一方、好感度が花王と富士電機に次いで高かったのは、「この紙はまた紙になります」と題した、再生紙に関する王子製紙の広告。再生紙の製造工程を１０点のアイコンと簡単な文章で説明している。「再生までの道のりはそうカンタンではありません」と、手間暇かかる作業であることを訴えつつ、その複雑な工程を簡単な図とわかりやすい言葉で見せるという逆転の発想。「クドクドと文字を並べ、意味の通じない外国語で飾るよりも、イラスト的なもので視覚に訴えているところがいい」（３０歳代女性）という声が多かった。

　「親子の会話の題材にピッタリな広告内容」（４０歳代女性）という声もあった。花王の広告に対しても「子供が見てもわかるので、子供でも広告の内容を家族に伝えることができ、情報がより広く伝わる」との指摘があった。環境広告が、家庭内で話題になっているケースも少なくないようだ。

　それでは、こうした環境広告の好感度や理解度は、いったいどのようなイメージ項目の影響を受けているのだろうか。

　今回の調査では、各広告に対してもったイメージを、８つの項目から複数選んでもらった。その結果を各広告ごとに集計した後で、因子分析という手法を用いて、どのようなイメージ項目が好感度や理解度に関係があるのかを分析した。その結果、好感度や理解度に影響のある３つの因子が浮かび上がってきた。

「真面目」「情報豊富」は好感度や理解度を低下させる

　このうち、最も影響があるのは『情報因子』。「内容が具体的」「内容が参考になる」「内容が信頼できる」などの項目から構成されている因子で、好感度、理解度ともに一番強く影響を与えている。王子製紙の広告は、この情報因子が最も強く出たケースだ。ほかに、トヨタ自動車など、雑誌記事風の解説にした広告なども、情報因子の効果が強く出ていた。

　２つめの因子として浮かび上がったのは「親しみやすい」「ユニーク」などの要因で構成される『感性因子』。感性因子は、好感度、理解度ともに、ほぼ同じくらいの影響度を持っている重要な因子である。

　感性因子が強く出て評価を上げたのは、富士電機や花王など。イラストなどを使い、わかりやすく表現している広告ほど、感性因子の効果が強く出ている。これに対し、「真面目である」「情報量が十分である」という評価が高い広告は、感性因子が働かない傾向にある。

　３つめの因子は『ビジュアル因子』。ビジュアル因子は好感度には強い影響を与えているが、理解度への影響は弱い。例えば自然をテーマにした写真を大きく露出している広告などは、ビジュアル因子の影響が大きく、好感度が高くなる傾向にある。

　つまり、好感度や理解度を高めようと思えば、まず「情報因子」を高めること、次いで「感性因子」を高めることが効果的であると言える。では、これらの因子を高めるには、具体的にどのような方法があるのか。

　１８７ページのグラフは、好感度および理解度の高い広告と、低い広告で、どのくらいイメージが違うかを比較してみたものだ。上位と下位とで、平均点に大きな差がでた項目が、実際に好感度や理解度に影響を与えていることになる。

　この結果をみると、「親しみやすい」かどうかが、環境広告に対する好感度や理解度を大きく左右していることがわかる。好感度に関しては、上位１０点の平均が４４．２ポイントだったのに対して、下位１０点の平均はわずかに８．５ポイント。理解度でも上位１０点の平均３８．３ポイントに対して、下位１０点の平均は１８．６ポイントにとどまった。「内容が具体的である」「内容が参考になる」など内容に関するイメージ項目についても、好感度や理解度の上位が下位を上回っており、広告の効果に与える影響が大きいことがわかる。

　「内容が信頼できる」というイメージも、好感度、理解度ともに上位１０点の方が大きく上回っており、重要なイメージであることがわかる。しかし、上位１０点の平均でも好感度、理解度ともに１５％前後、下位の平均では１ケタと低いことから、定着が進んでいないイメージであることがわかる。

　これに対し、「情報量が十分である」というイメージは、上位１０点の理解度の平均では２４．５と下位１０点の平均９．１を大きく上回っているが、好感度の平均は上位１０点の平均が２２．８に対して下位１０点の平均は２６．０と逆転している。つまり、「情報量が十分である」というイメージは理解度を向上させる効果はある一方で、好感度を低下させる危険もあるということになる。「真面目である」というイメージも同様の結果になっている。

　一方、「きれいである」というイメージはこれとは逆の結果。すなわち、好感度では上位平均（４１．０）が下位平均（１６．７）を大きく上回っているが、理解度では上位（３３．４）が下位（３７．７）より下回っている。「ユニークである」も同様の結果だが、これらのイメージが強いと好感度は高くても、受け手に意図が伝わらない危険がある。

　つまり、目的を明確にもって構成しなければ、好感度や理解度を低下させてしまうという逆効果もあり得ると言うことを物語っている。

興味、関心をひくコツが重要一方的な宣伝にならない工夫を

　企業の環境活動が、一部の専門家だけでなく多くの消費者から注目されるようになった現在、環境広告は多くの人に企業の環境活動を理解してもらい、企業ブランドが高まるような工夫をすべき時代に入っている。そのためには、いくつかのポイントがあることが、今回の調査で改めて浮き彫りになった。

　環境広告を通じて企業から消費者に情報発信するポイントは「その企業の環境活動について、もっと知りたいと思わせる“入口”になるような情報を選び抜くことだ」と、亀井教授は指摘する。

　メッセージを具体的なものとするためにデータを盛り込むことは重要だが、広告に盛り込める情報量は限られる。実際に、今回の調査で好感度と理解度のどちらも高かった広告は、イラストを使い、短くて簡素なメッセージで読者に訴えているものが多かった。

　実際に好感度や理解度の高かった広告は、「カタチはヘンだが、使うとベンリ」（花王）、「生ゴミから電気を作りませんか」（富士電機）、「この紙はまた紙になります」（王子製紙）、「すべての空容器リサイクルを行っています」（ジャパンビバレッジ）、「いま回収されたばかりのパソコン、部品の引取先は、もう決まっています」（ＮＥＣ）など、具体的で簡素なメッセージになっているものが多い。

　環境問題の改善に役立つ製品やサービスを介して、企業の環境への取り組み姿勢を訴える広告が増えているが、専門用語を使って一方的に成果や企業姿勢を叫び続けても効果は薄い。それよりも、消費者やビジネスマンが、自ら進んで情報に接触するように仕向けることが重要といえそうだ。（日経ＢＰコンサルティング田中章雄調査第二部長、安藤剛）

生活に関連するものほど「好感度」や「理解度」が高い

「好感度」「理解度」ともにトップの花王

専門的な技術をシンプルに

インパクトのあるイラストも好感

「子供に説明しやすい」など環境教育の素材にも

情報因子が「好感度」「理解度」を左右

偏相関係数（グラフ中に数字で表記）が大きいほど、イメージ因子が好感度と理解度に与える影響度が大きいことを意味する。この結果からは、情報因子が他の２つの因子よりも影響力が大きいことを示している

「親しみやすさ」を最優先に。具体性は必要だが詰め込みに注意 

